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要旨
　本稿は、アメリカ法律家協会・高齢化と法委員会（American Bar Association Commission 
on Law and Aging）が 2018 年に発行した、「弁護士のための事前指示書カウンセリングガ
イド」（Advance Directives: Counseling Guide for Lawyers）について紹介を行う。本ガイドは、
弁護士、医療従事者が終末期医療にかかる意思決定計画を作成する助けとなるよう開発さ
れたもので、弁護士と医療提供者の間の隔たりを架橋するための詳細な情報を提供してい
る。
　わが国の医療界でも ACP の考え方は浸透してきており、終末期医療における患者本人
の意思を尊重するためにも、法学・医学の学際的なコミュニケーションが一層必要になっ
てきている。本ガイドのような医と法の連携の取り組みはわが国にとっても大いに参考と
なろう。
第 1　はじめに
　本稿は、アメリカ法律家協会・高齢化と法委員会（American Bar Association Commission 
on Law and Aging）による、「弁護士のための事前指示書カウンセリングガイド」（Advance 
Directives: Counseling Guide for Lawyers）について紹介を行うものである。
　「弁護士のための事前指示書カウンセリングガイド」は、2018年にアメリカ法律家協会
から発行され、ウェブサイト上 1でも公開されているブックレットである。これは、2018
年 3月に開催された法律家と医療者合わせて 35人の会議の成果を基礎としている 2。本ガ
イドは、弁護士、医療従事者が終末期医療にかかる意思決定計画を作成する助けとなるよ
う開発されたもので、弁護士と医療提供者の間の隔たりを架橋するための詳細な情報を提
供している。高齢化と法委員会のディレクター Charles P. Sabatino氏は、このガイドライ
ンはエステイト・プランニング（estate planning） 3を行う弁護士が医師と共通の認識に立
てるように開発されたと述べている。同氏は、医師はリビング・ウィルが人生を通じて発
展するプロセスであると考えているのに対し、多くの弁護士はリビング・ウィルは一回書
けば完結する文書だと考えていることを指摘している。また、終末期医療についての指示
1　  https://www.americanbar.org/groups/law_aging/resources/health_care_decision_making/ad-counseling-guide（最終確
認：2019年 1月 6日）
2　  https://www.americanbar.org/groups/senior_lawyers/publications/voice_of_experience/2018/november-2018/a-new-
advance-care-planning-counseling-tool-for-lawyers（最終確認：2019年 2月 11日）
3　  エステイト・プランニングとは、相続に関連する諸種の法制度である遺言法、相続法、物権法、信託法、家
族法、税法、保険法等を総合的に勘案して、財産を有する者（またはその弁護士）が、死亡にそなえてどの
ような財産処分の形をとることが、各々の条件のもとで意図する目的にもっとも適ったものであるかを検討
し、その具体案を探ること。またはこのために上述の諸法を総合的に把握する、法の一つの分野のことをい
う（田中英夫編『英米法辞典』〔東京大学出版会、2005年〕309頁）。
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は、医師、家族、弁護士との話し合いを踏まえたものである必要があるという 4。
　本ガイドは、次の 3つの内容から構成されている。
　① 事前ケア計画（Advance Care Planning，以下 ACPとする）の原則（Advance Care 
Planning Principles）
　② 弁護士のためのチェックリスト（Lawyer's Checklist）
　③  ACPリソースリスト（Advance Care Planning Resource List）（以下、リソースリスト
とも呼ぶ） 5
　弁護士のためのチェックリストの中では、「キ ・ーメッセージ」として、ACPの考え方や、
事前指示書を作成する上でのヒントが記述されている。例えば、ACPは、価値観、優先
事項、好みを認識・尊重してもらうことを確実することを助け、望まない医的侵襲を回避
し、家族間の紛争を予防することが説明されている。また、ACPは、人生を通じて、本
人の目的、優先事項、健康状況の変化に応じて変化しうるし、むしろ変化するべきもので
あることがいわれている（進行性の症状において末期状態に近づくほど、ACPの内容は
より詳細になるべきであると説明される）。また、事前指示書の作成においては法律家で
なくても分かるような平易な言葉を用いるなどのポイントが説明されている。
第 2　事前指示書と ACP
　ここで、事前指示書と ACPの概念について整理しよう。これらはともにアメリカから
来た言葉であるといわれている 6。
　事前指示書は ACPの核となる構成要素であるといわれており、「ACPは法的手続きで
ある AD（筆者注：事前指示書）の実施に向けた試行錯誤の取り組みの中から生れたもの
と考えられるからである。ACPの核を構成する要素と考えるのが妥当であろう」と指摘
4　  Forbes.com: Ted Knutson, “Living Wills Stressed For Adults Of All Ages”, URL:
　  https://www.forbes.com/sites/tedknutson/2018/10/22/living-wills-get-new-life/#3bf4a1337f76 （2018 年 10 月 22 日掲
載）（最終確認：2019年 1月 6日）
5　  ACPリソースリストには、ACPに役立つウェブツールが紹介されている。本稿では詳細については割愛す
るが、例えば、PREPARE for Your Care ™（www.prepareforyourcare.org）が紹介されている。PREPAREは英
語とスペイン語で利用できるウェブツールで、医療に関する意思決定について学び、準備を整えるのに役立
つツールである。ビデオストーリーにより、本人の望みを探求し、家族、友人、医療提供者らと話し合う方
法を学ぶことができる。回答を終えると、関係者らと共有することができる私の願いの要約の文書が完成す
る。PREPAREにつき、成本迅＝藤田卓仙＝小賀野晶一『認知症と医療―公私で支える高齢者の地域生活第
2巻』（2018年、勁草書房）第 5章 3医療における意思決定支援［浦久保安輝子］152頁に紹介がある。
　  また、Five Wishes（5つの願い）（www.ﬁvewishes.org）は、Aging with Dignityによる ACPプログラムで、5
つの願いによる事前指示、会話のガイド、臨床医のガイド、トレーニングプログラムなどのコンテンツがある。
日本語翻訳版のフォーマットが公益財団法人長寿科学振興財団の運営する「健康長寿ネット」で公表されて
いる https://www.tyojyu.or.jp/net/kenkou-tyoju/tyojyu-shakai/endoﬂife.html（最終確認：2019年 1月 6日）。
6　  終末期医療において、自己決定権を保障しようという考え方はアメリカで生まれた。Luis Kutnerが 1969年
に著した論文が発端となりリビング・ウィルが提唱された。カレン判決（1976年）を契機としてカリフォル
ニア州で自然死法（Natural Death Act）が制定され（1976年）、リビング・ウィルが法制化された。同法は、
生命維持装置の差し控え、中止について医師に対して指示する書面を作成する権利を州民（成人）に与える
というもので、この指示書に従って行動した医療者は法的責任を問われないことを内容とする。現在までに、
ほとんどの州で同様の法律が整備されている。その後、1980年代に医療にかかる代理権委任状が登場した。
例えば、カリフォルニア州では 1983年に「医療のための持続的委任状法」が成立し、医療にかかる代理が
立法により認められた。アメリカでは、早くから終末期医療にかかる自己決定について法制化がなされてお
り、かかる問題が法律問題として早くから認識されていた。拙稿「患者の事前指示書について―民法との関
わりを中心に―」千葉大学法学論集 30巻 1・2号（2015年）369頁以下参照。
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されている 7。
　事前指示書とは、ある人が医療に係る意思表示を十分にできなくなった場合に備えて、
医療等にかかる意思を事前に表示しておく文書等のことであり、その内容として、①終末
期医療に関する患者の自己決定や、②判断能力を失った患者に代わって医療にかかる意思
表示を行う代理人に関する事前の指示を含むものである（広義）。狭義の用法としては、
②の場合のみを指す場合もある。本稿では広義の意味で用いられている。
　ACPとは、「将来意思決定能力を失った場合の意思決定に備えた、患者によるあらゆる
計画」 8の作成、およびその過程をいう。すなわち、ACPは、患者本人が医療者、家族、
その他の助言者と話し合い、生活、医療に関する価値観、死生観、信仰、信念、人生の目
的、診断・治療の選択肢、予後の情報などを踏まえ、決定を行うという一連のプロセスを
意味する。例えば、認知機能が低下し本人が意識障害となった場合を想定した治療計画の
作成もそれに含まれる。このような ACPは、事前指示書、リビング・ウィル、代理意思
決定者の指名、POLST（Physician Orders for Life-Sustaining Treatment） 9，生命維持治療に関
する医師指示書）、DNR（Do Not Resuscitate，蘇生措置拒否）、DNAR（Do Not Attempt 
Resuscitation，蘇生のための処置を試みない）、DNH（Do Not Hospitalize，入院拒否）を包
摂する概念として位置づけることができる 10 。（図 1参照）。
図 1　ACPの概念図 11 
第 3　 ACP にかかるわが国の近時の動向
1　厚生労働省
　2018年 3月に改訂された厚生労働省「人生の最終段階における医療の決定プロセスに
7　  足立智孝＝鶴若麻里「アドバンス・ケア・プランニングに関する一考察―米国のアドバンス・ディレクティ
ヴに関する取組みを通して―」生命倫理 25巻 1号（2015年）。
8　  Stephen G. Post（著）、生命倫理百科事典翻訳刊行委員会（編）『生命倫理百科事典Ⅱ』（丸善、2007年）1258
頁。
9　 POLSTとは、事前指示書を、医療側が容易に理解できる形に変換するもので、患者、家族、医師により協議
によって作成される。患者の指示ではなく、医師の指示によるものであり、医師に主導権がある。新谷一朗「ア
メリカにおける尊厳死」甲斐克則＝谷田憲俊編『シリーズ生命倫理学第 5巻安楽死・尊厳死』（丸善出版、
2012年）189頁。
10　 会田薫子「第 8回北海道臨床倫理検討会 2014 Advance Care Planningの考え方　ACP的アプローチは『情報共
有 -合意モデル』そのもの」ベストナース 2014年 11月号 32頁。
11　会田・前掲 32頁を参考に作成した。
 
 
ACP 
事前指示書
リビング・ウィル 
代理意思決定者の指名 等
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関するガイドライン」（2007年に策定された「終末期医療の決定プロセスに関するガイド
ライン」の改訂版）は、「時間の経過、心身の状態の変化、医学的評価の変更等に応じて
本人の意思が変化しうるものであることから、医療・ケアチームにより、適切な情報の提
供と説明がなされ、本人が自らの意思をその都度示し、伝えることができるような支援が
行われることが必要である。この際、本人が自らの意思を伝えられない状態になる可能性
があることから、家族等も含めて話し合いが繰り返し行われることも必要である」、「この
プロセスにおいて話し合った内容は、その都度、文書にまとめておくものとする」と述べ、
ACPの取り組みの重要性を強調する内容となっている。
　厚生労働省は 2018年 11月 30日、ACPの普及を図るべく、ACPの愛称を「人生会議」
と決めた（同省は同日を人生会議の日とした広報活動を予定している）。
2　立法論
　2012年、超党派の「尊厳死法制化を考える議員連盟」が「終末期の医療における患者
の意思の尊重に関する法律案（仮称）」をまとめ公表した。同法律案の主たる内容は、終
末期の延命治療を希望しないとの患者の意思が表明された書面などに従って延命治療を差
し控えた医師を免責するというものである（免責対象となる医師の行為の対象については、
第 1案では「新たな延命治療の不開始」、第 2案では「現に行っている延命治療の中止」
へ拡大）。このような議員連盟案に対しては、患者の意思決定をサポートする体制が整っ
ていないなどの批判があった 12。そのような中で、2018年、自民党は、終末期医療に関す
るプロジェクトチームを立ち上げ、終末期医療にかかる新法作成の検討に入った。同党は
新法案に ACPの考え方を取り入れるとしている 13。
　なお、このような立法論だけでなく、例えば生活規範としての民法の規範論からのアプ
ローチも重要であろう。今日のわが国の高齢社会において、地域生活を営む人々（健常と
いわれる人々もそこに含まれる）の安全・安心をいかに確保するかという問題を考えるに
あたっては、生活・生活関係に関する私法の一般法である民法のあり方も同時に問われる
ことになる。民法に存在する判断能力低下後の支援制度である成年後見制度の限界をカ
バーするための視点としては、判断能力低下前からの関与（支援）に着目するべきである。
このように考えるとき、成年後見制度に求められている核心を本人の財産管理と捉えるの
ではなく、医療・生活を支援する身上監護と捉えるアプローチが本質を突く。本人および
地域が第一次的に求める支援は、生活・生活関係の支援だからである。かかるアプローチ
を採る論者は、「社会システムとして事前の支援を行うことにより、本人のより確かな意
向や行動パタンを知ることができる。医療・介護分野におけるアドバンス・ケア・プラン
ニング（ACP）や、かかりつけ医の仕組みは事前関与の方法等としてここに位置づけるこ
とができる」と考察する 14 。
12　日弁連合会会長声明（2012年 4月 4日、宇都宮健児氏）。
13　 ニュースサイト「毎日新聞」「＜終末期医療＞延命中止、意思確認に力点　自民、新法検討」（2018年 9月
16日）https://mainichi.jp/articles/20180916/k00/00m/040/163000c（最終確認：2019年 1月 6日）
14　 小賀野晶一「成年後見制度と意思決定サポートシステム（1）問題の所在―高齢社会と地域生活支援」判例
時報 2375・2376合併号（2018年）271頁。
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第 4　ACP の原則と弁護士のための ACP チェックリスト
1　ACPの原則
　ACPの原則は、アメリカ法律家協会・法と高齢化委員会が 2017年に開催した会議に参
加した学際的な専門家グループによって開発された。
　協力関係機関は、米国ホスピス・緩和医療学会議、カリフォルニア大学サンフランシス
コ校付属病院、カリフォルニア大学サンフランシスコ校・カリフォルニア大学ヘイスティ
ングス校の法・科学と健康政策に関するコンソーシアムであり、また、ジョン・A・ハー
トフォード財団からの資金提供と、法と高齢化に関するボーチャード財団センターからの
追加支援が行われた。
　本原則は特に弁護士や医療専門家が、医療現場での実践の現実を踏まえて、法律事務所
において事前指示計画の実践を調整するための概念的な枠組みとガイドラインをもたらす
ものである。
　本原則は ACPを効果的にすることについての最近の根拠（エビデンス）から教示を受
けている。法の専門家組織および医療の専門家組織はこれらの原則を支持するよう奨励さ
れている。
　本ガイドにおける 8つの原則とは、以下のものである。
　（1）代理人の指名（Proxy Designation）
　（2）継続的なプロセス（Ongoing Process）
　（3）価値観、目標、優先順位（Values, Goals, and Priorities）
　（4）ACPツール（Advance Care Planning Tools）
　（5）事前指示書（Advance Directive）
　（6）より深刻な病に際して（More serious illness）
　（7）文書の共有（Sharing Documents）
　（8）弁護士と医療提供者の調整（Coordination）
　以下、その内容を順に見て行く。
（1）代理人の指名の原則
　ACPにおいて最も重要な法的要素（legal component）は、医療に関する代理人（agent/
proxy）を慎重に選択・選任することであり、代理人を選任できない人、代理人を選任し
たくない人は、事前指示書で願いを明らかにしておくべきである。
（2）継続的なプロセスの原則
　ACPは生涯にわたって行われる。人生の目標や優先事項が人生の段階や健康状態によっ
て変わるにつれ、ACPも変わるのである。本人の願いが理解・尊重されるためには、代
理人や臨床の専門家、家族、友人、助言者との意見交換、話し合い、コミュニケーション
が欠かせないものとなる。これらの話し合いは、年齢、ライフステージ、健康状態を問わ
ず行われるべきある。
（3）「価値観、目標、優先順位」についての原則
　議論の焦点は、遠い先の仮想的な特定の医療についてではなく、健康が悪化した場合に
おける本人の価値観、目標、優先事項について当てられるべきである。
（4）ACPツールについての原則
　ACPのためのツールやガイドは、本人がその価値観、目標、優先事項を特定し、より
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確かで有用な話し合いと事前の指示をもたらすことを助けるものである。
（5）事前指示書についての原則
　事前指示書に文書化される指示・ガイダンスは、情報の共有、意見交換、話し合い、そ
してコミュニケーションのプロセスから生じるものであり、代理意思決定者が新しい状況
や複雑な状況に対応できるよう十分な柔軟性を有するべきである。
（6）より深刻な病に際しての原則
　本人が癌などの深刻な診断結果に直面している場合、あるいは予後が悪いと言われてい
る場合は、特定の治療法の選択に焦点が移る可能性がある。このような場合、依頼人の目
標、価値観、好みに合ったケア計画を作成するために、本人のかかりつけの医療提供者は、
本人やその最愛の人にも面会するべきである。進行中の病気については、医療提供者は、
緩和ケアを選択することを検討するべきである。また、医療提供者は、本人の願いを確実
に医療上の指示へと移行するよう、POLSTなどを提供するといった選択を検討するべき
である。
（7）文書の共有の原則
　本人の価値観、目標、願いを事前指示書またはその他の方法で文書化した場合は、本人
に危機が生じる前に十分に知っておいてもらえるよう、本人の代理人、大切な人、重要な
人、かかりつけの医療提供者と共有し、医療記録にも含まれておくようにするべきである。
（8）弁護士と医療提供者の調整の原則
　弁護士と医療の専門家は、①上記の原則に従った一貫した助言と実践を通じて、②本人
の同意の下にお互いに接触することを通じて、③共同の継続的な教育プログラムでの協力
を通じて、ACPの取り組みのより一層の調整を目指すべきである。
2　弁護士のための ACPチェックリスト（Lawyer's Checklist）
　「弁護士のための ACPチェックリスト」におけるチェックの場面は、①初めての打ち合
わせの前の場面（Ⅰ）、②最初のミーティングの場面（Ⅱ）、③ 2回目の依頼人打ち合わせ
の場面に分かれている（Ⅲ）。本チェックリストは、事前指示書を書き起こすためのチェッ
クリストではなく、弁護士がカウンセリングを行うためのチェックリストであることに注
意が必要である。
　原文ではチェックリストの形になっているが、本稿では、適宜要約・割愛・補足し、箇
条書き、あるいは文章の形にしつつ紹介する。
Ⅰ　初めての打ち合わせの前に
　エステイト・プランニングの質問項目を用いている場合は、役立つかもしれないという
示唆とともに ACPに関するリソースリストを本人へ送付する。最初の打ち合わせで取り
上げる質問の例として、PREPARE for Your Care ™質問ガイド、 PREPAREのパンフレット、
または PREPAREの事前指示書を含めるか検討する。
　最初の面談の際、または最初の遺産処分計画における質問事項には、次の質問を含める。
　・ 依頼人が医療に関する永続的委任状、リビング・ウィルなどの事前指示書を有してい
るか。
　・ 臓器提供意思表示カードに署名をしたことがあるか。
　・ 依頼人が計画に影響を与えうるような重大な健康状態にあるか。
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 できるだけ長く生
きたい 
生活の質（QOL）と快適
さ VS 
II 　最初のミーティング
　最初のミーティングでは、第一に、弁護士は依頼人に対して、①依頼人に大きな活字印
刷、補聴器などのコミュニケーション上の補助が必要かどうか尋ね、②なぜ ACPが大切
なのか依頼人に説明し、③医療に関する代理人を選任することが大事な行為であることを
説明し、④適切に代理をしてくれそうな人物のことを考えるようお願いする。④の際には、
（a）本人の願いに同意し、尊重してくれそうな人物か、（b）願いについて、いま、そして
願いが変わったときに話すことができる人物か、医師など他の人々と話し合ってくれる人
物か（c）医師など他の人々対し、質問をすることが得意か、（d）家族や他の医療提供者
が同意しない場合でも、本人を擁護することができるか。（e）役割を果たす精神的な能力
があるか。（f） 近くに住んでいるか、その人自身健康であるか等、その人を必要としたと
きに対応してもらえそうかを考慮しながら話し合うようにする。
　ここでの「キー・メッセージ」として、一番親しい人は、願いを実現することができる
最良の人であるとは限らないこと、親族でない人を選んでも大丈夫であり、必要なときに
自分の目的と願いを知っており、支持してくれる人を見つけることが目標であるとのアド
バイスがある。
　なお、代理人として対応してもらえそうな人がいない場合は、リヴィング・ウィルタイ
プの宣言が代替となるとしている。
　第二に、医療代理人が関わるタイミングと情報へのアクセスについての質問として次の
考慮事項が挙げられている。①代理人がいまから意思決定に関わるようにしたいか（州法
で認められている場合）、あるいは自分自身で意思決定ができない場合、すなわち事後に
代理人が意思決定に関わるようにしたいか。②今すぐ代理人が医療記録を閲覧できるよう
にし、医療提供者と話す権限をもつようにしたいかどうか。③本人が健康であり、自分自
身で医療上の意思決定を行っている間においても、代理人以外に、医療情報にアクセスし
てもらいたい人がいるか。
　第三に、同じ基準を用いて、誰が適切な二次的・予備的な代理人となってくれそうか検
討する。
　第四に、現在の健康に対する理解はどのようなものか話し合う。
　第五に、①現在の健康状態において、できるだけ長く生きたいと思っているか、生活の
質（QOL）を重視したいかについて依頼人に質問する。
　②重大な病気になって直ぐに死ぬかもしれない場合であるとして、（a）その場合、上の
2つの重要性についてどのように評価するか、（b）次のような状態になったとして、でき
るだけ長く生きるよりも、快適さを重視したいと思うのはどれか（あるいは、長生きをす
るために、これらのすべてに耐えることを受け入れるか）尋ねる。
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　・昏睡状態で、目を覚ますことも大切な人と話すこともできない。
　・医療機器につながれた状態でなければ生きることができない。
　・認知症であるなどして、大切な人を認識できない。
　・自分で食べたり、入浴したり、自己管理ができない。
　・自力で生きることができない。
　・絶え間ない激しい苦痛・不快感がある。
　（c）最も大切なことは何か（例えば、大切な人と一緒にいることか、人生体験か。宗教
か）。
　（d）最も受け入れがたいことは何か。
　（e）延命治療（心肺蘇生法、経管栄養法、人工呼吸器の使用など）の使用について何を
選ぶか（依頼人がこれらの用語の意味を理解していることを確かめる）。
　（f）医師が役立つかもしれないと考えているすべての延命治療を試し、回復する望みあ
るいは自分が大切にしている生活を送る望みがほとんどないとしても、延命治療を続けた
いか。あるいは、（g）医師が役立つかもしれないと考えている延命治療を試したいが、治
療法が効かず、回復する望み、自分が大切にしている生活を送る望みがほとんどないので
あれば、延命治療を続けないか。
　③臓器や組織の提供についての願いを文書化したことがあるか。本人が希望する場合は、
その願いを事前指示書に含めることができるので、臓器提供に関するパンフレットを提供
する。
　④医療上の意思決定を行う際に、医療代理人にどの程度の柔軟さを認めたいか。
　⑤医師とどのように医療上の意思決定を行うことを好むか。
　・利用できるすべての情報を利用して、自分ですべての意思決定をしたいか。
　・医師と自分とで対等に意思決定をしたいか。
　・医師の勧告に従いたいか。
　⑥家族や大切な人は個人的な優先事項や望みをどれくらい知っているか。その人たちに
どれくらい知ってほしいか。（厳選された補助資料を用いて、大切な人と話し合うことが
大切であることを強調する）
　⑦医療や医療上の意思決定に関与してほしくない人、医療情報にアクセスして欲しくな
い人はいるか。
　第六に、依頼人のケアに関与している医療提供者について質問する。
　ここで依頼人から次の情報・許可を得る。
　①かかりつけの医療提供者および知れている専門家の名前、連絡先
　②その人たちに事前指示書の写しを送付することの許可
　③ 事前指示書を、自分たちにも必要であると求めてくるかもしれない他の医療提供者や
家族と共有することの許可
　第七に、事前指示書の起案を依頼人にいつ送るかを伝える。
　①まだ提供されていないならば、あなたがした質問をより深く考え、大切な人と話し合っ
てもらうために依頼人に、リソースリストから例えば、PREPARE  for Your Care ™を紹介
する。
　②依頼人に対して、質問できることや、事前指示書の草案を変更するように要求できる
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ことを教える。
　第八に、代理人にガイダンスを提供する
　①代理人が居合わせている場合は、依頼人の同意の下で、代理人の役割をレビューし、
代理ガイドを渡す。ガイドには次のものがある。
・ABA’s Making Decisions for Someone Else: A How-To Guide
・The Conversation Project, How to Be a Health Care Proxy
　②代理人が不在の場合は、代理ガイドとともに事前指示書の写しを代理人に送付するよ
うに伝え、次の話し合いに代理人を連れて来るように依頼人に依頼する。
　第九に、話し合い後の起案を行う。ここでは、収集した情報に基づいて事前指示書を作
成する。
　①代理人の指名および指示内容が記載された事前指示書を起案する。あるいは、②医療
代理権委任状だけは指示なし、またはわずかな指示だけでもって起案する。こうすること
で、リソースリストにある意思決定ツールの 1つを願いの文書としてむしろ用いたい依頼
人にとって他の選択肢になり得るのである。このようにすることで、法的手続きなしに、
また依頼人が自分の言葉で必要に応じて願いを変えることや追加することができるという
メリットがある。デメリットとしては、本人の願いを別個に文章化したものとしての意思
決定ツールについては、明確に識別して事前指示書に組み込まれていない限り、法的な文
書の内容を伝えるものとはなり得ず、他方で、意思決定ツールが事前指示書に組み込まれ
た場合には、変更には新しい法的手続が必要となる。
Ⅲ　2回目の依頼人打ち合わせ：事前指示書への署名
　第一に、依頼人の価値観、目標、優先事項、願いについて見直す。意思決定支援ツール
を用いている場合には、一貫しているか確認する。
　第二に、州法の要件に従って署名し、立ち会い、公証する。
　第三に、すべての文書につきいくつかの写しを渡し、当該地域で登記が行われていると
きは登記を申請する。家族が事前指示書へ簡単にアクセスできるように、依頼人にスマー
トフォン・アプリケーションを紹介する。依頼人の許可を得て、指名された代理人に文書
と指示を送付する。役割の重要性を説明する添え状を添え、まだ代理人が持っていない場
合には代理人ガイド送付する。依頼人の許可を得て、他の家族や大切な人へ写しを送付す
る。依頼人の許可を得て、かかりつけの医師および知れている専門家に写しを送付する。
　第四に、これは計画の更新に関わる事項であるが、次の 6つの「D」のいずれかが発生
したときはいつでも ACPと文書を見直す契機となることについて話し合う。
　（1）年齢が新しい 10年（DECADE）に達したとき。
　（2）大切な人の死（DEATH）を経験したとき。
　（3）離婚（DIVORCE）を経験したとき。
　（4）重大な健康状態に関する診断（DIAGNOSIS）を受けたとき。
　（5）体の機能に重大な低下（DECLINE）があったとき。
　（6） 住居（DOMICILE）を変えたとき、または誰かが自分の住居に引っ越してきたとき。
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第 5　おわりに
　日本は今日、超高齢社会に突入し、地域で生活する人々の意思をいかに実現し、安心で
きる生活をいかに確保するかが実務界、学界で問われている。判断能力に不安を感じる人々
が安心して生活できるよう、経済活動の支援をはじめとして、広く社会的活動や生活上の
支援全体を考えて行かなければならない。
　アメリカでは、医療にかかる自己決定について法制化がなされており、かかる事項が法
律上の問題として早くから認識されていた。法の専門家が以前よりこの問題に関わってき
たのである。しかし、昨今、ACPについて、医と法での考え方の隔たりがあることが認
識されはじめ、本ガイドのような取り組みにつながっている。法律家は医療の臨床現場か
ら離れたところにいるため、臨床現場で刻々と変化する様々な状況を意識することには疎
かったのであろう。本人の願いは人生を通じて変化し、本人を取り巻く環境も変化する。
事前指示書を一度記しておくというだけでは、必ずしも本人の意思を実現する手段となる
ことは期待できない。わが国で本格的に普及啓発がはじまった ACPにおいても継続的な
話し合いのプロセスであることを忘れてはならない。
　本ガイドでは、ACPのためのツール（ウェブツール）が本人の意思を確認することに
大変有用であることが強調されている。医療に関する意思決定を行う際には、医療に関す
る知識や、今後の生活でどのような人生の選択の場面があるのか、本人を取り巻く環境は
どのようであるかについて、現状認識や予備知識が不可欠となる。話し合いや書面上のや
りとりだけでなく、ビデオ等を利用して臨場感ある疑似体験をしておくことは、本人の願
いをうまく探求するにあたり有用であり、話し合いや関係者で情報を共有する方法を効果
的に学ぶことができるであろう。わが国の実情に適したツール開発の活性化が期待される。
　アメリカとは法の状況も歴史も、文化的・社会的背景も異なるが、医と法における本ガ
イドのような連携の取り組みはわが国にとっても大いに参考となろう。今日、人々の地域
生活を支えるために、学際的な研究が各方面で進んでいるが、互いの学び合いがますます
重要となってきている。
※本稿は、平成 30年度横浜商科大学特別研究助成金に基づく研究成果の一部である。
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